
令和6年度事業計画および支部保険者機能強化予算の
策定に向けた意見聴取

令和5年度全国健康保険協会岩手支部 第2回評議会 資 料 2-1

【議 題 2】



… 2ページ

… 11ページ

… 13ページ

… 19ページ

1

 目次

1. 保健事業の現状について

2. 岩手支部の課題

3. 課題実現に向けた事業について【令和5年度実施】

4. 課題実現に向けた事業について

【令和6年度における実施予定の事業】



1.保健事業の現状について
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１．保健事業の現状について（1/8）
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全国順位：１２位
（令和４年度実績）



１．保健事業の現状について（2/8）
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全国順位：２５位
（令和４年度実績）



１．保健事業の現状について（3/8）
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全国順位：男性 ワースト6位
女性 ワースト5位

（令和４年度実績）

2022年度の全支部のリスク保有率と全国平均

【血圧リスク保有者の割合】

［
男
性
］

［
女
性
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１．保健事業の現状について（4/8）
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令和5年度第1回評議会
資料2より再掲



１．保健事業の現状について（5/8）
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令和5年度第1回評議会
資料2より再掲



１．保健事業の現状について（6/8）
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令和5年度第1回評議会
資料2より再掲



１．保健事業の現状について（7/8）
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令和5年度第1回評議会
資料2より再掲



１．保健事業の現状について（8/8）
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令和5年度第1回評議会
資料2より再掲



2.岩手支部の課題
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２．岩手支部の課題について（1/1）
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課題

１

◎特定保健指導実施率が低調なことから、実施率を上げる取組みの強化が必要。

• 循環器系疾患にかかる一人当たりの入院外医療費が全国平均を上回っている。

• 血圧リスク保有者の割合が高い。男女ともに年々増加。全支部順位では男性ワースト６位、女性ワースト5位と下位。

• 喫煙者の割合が男女とも全国平均を上回っているが、特に男性において大きく上回っている。

• 飲酒習慣要改善者の割合が全国で2番目に高く、県内すべての市町村において全国平均を上回っている。

• 令和4年度における被扶養者の特定保健指導の実施率が3.3％と全国最下位。

2

◎被扶養者の特定健診実施率が低調なことから、実施率を引き上げる施策の拡充。

• 令和4年度においては前年度よりも上昇したが、全支部的水準は中位と高くはない（全国28位）。

• 令和3年度における岩手県の国保の実施率が45.8%（全国3位）と高いのに対し、岩手支部の実施率が23.9%（全国40

位）と低調。

3

◎血圧リスク保有者の割合が高いことから、その割合を下げる新たな施策の実施。

• 男女ともに年々増加している。

• 血圧リスク保有者の割合は、県内ほとんどの市町村において全国平均を上回っている。

• 高血圧症にかかる加入者一人当たり外来医療費が全国で6番目に高くなっている。（年代別では30代～50代、業態別では運

輸業）



3.課題実現に向けた事業について【令和5年度実施】
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３．課題実現に向けた事業について【令和5年度実施中】（1/5）
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課題１：特定保健指導実施率の向上

【事業①】ICTを活用した特定保健指導の推進

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・委託費

事 業 目 的 特定保健指導実施率の向上

事 業 概 要

勤務時間中に面談を実施できない対象者や、現場作業員など勤務地での面談が困難な対象者の特定保健指導に
ついて外部業者に委託し、スマホやパソコンなどのICTを活用した特定保健指導を実施する。また、検診車に
よる健診の際にも、外部委託業者及び健診機関との連携のもと、ICTを活用した面談の場所を設け、健診当日
に特定保健指導を実施する。

期 待 さ れ る 効 果
上記理由により面談を受けることが困難な対象者に対しても特定保健指導を実施することができ、また、健診
機関や事業主及び加入者の意識の変化を促すことで実施率の向上につながる。

実 施 状 況 実施中

実 施 時 期 4月～3月

【事業②】 特定保健指導に係るジオターゲティング広告

新規・継続の区分 新規 経 費 の 内 訳 ・委託費

事 業 目 的
健康への関心が高まっている受診者に向けて、ジオターゲティング広告を直接実施することで、関心層に対す
る特定保健指導利用に向けた働きかけや、無関心層の掘り起こし、認知度の向上を図る。

事 業 概 要
特定保健指導に係るバナーやランディングページ作成し、岩手県内の生活習慣病予防健診実施機関をポイントとし
たジオターゲティング広告を受診者数が多くなる時期に実施する。

期 待 さ れ る 効 果
健康への関心が高まっている受診者に対して広告を行うため、効果的な特定保健指導利用方法の周知、無関心
層の掘り起こし、認知度の向上が期待できる。

実 施 状 況 実施中

実 施 時 期 ６月～11月
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３．課題実現に向けた事業について【令和5年度実施中】（2/5）

課題１：特定保健指導実施率の向上

【事業③】特定保健指導利用勧奨にかかる封筒の作成

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費

事 業 目 的 特定保健指導中断率の減少

事 業 概 要
特定保健指導の初回面談時に使用する「生活習慣のおたずね」の記入忘れを防止するため、特定保健指導の案
内送付用封筒に記入を促す文書を印刷した専用封筒の作成。

期 待 さ れ る 効 果
「生活習慣のおたずね」をきちんと記入いただき、初回面談時に生活習慣改善説明のための十分な時間を確保
することで、その後の継続支援を円滑に実施することによる、特定保健指導中断率の減少。

実 施 時 期 4月

実 施 状 況
専用封筒を使用することにより、「生活習慣のおたずね」の記載忘れが減少し、継続支援の円滑な実施に寄与
している。

【事業④】健診当日の特定保健指導の効果的な利用勧奨（※パイロット事業）

新 規 ・ 継 続 の 区 分 新規 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費

事 業 目 的 特定保健指導実施率の向上、医療機関への受診促進及び健康意識の醸成

事 業 概 要

生活習慣病予防健診を受診した被保険者を対象に、看護師や保健師などの専門職による、対面の情報提供（3
分以上の面談）を実施。また、面談が困難な場合はパンフレットの配布を行う。
【情報提供の内容】
・特定保健指導利用勧奨 ・健診結果説明 ・生活改善支援 ・対象者からの相談や質問に対する対応

期 待 さ れ る 効 果
・健診機関における特定保健指導実施に対する意欲の向上
・特定保健指導の対象者でこれまで未利用の者が同指導の必要性を認識することによる実施率の向上
・自身の健康状態を確実に把握することによる健康意識の醸成や医療機関への受診者の増加

実 施 状 況 実施中

実 施 時 期 4月～3月



16

３．課題実現に向けた事業について【令和5年度実施中】（3/5）

課題１：特定保健指導実施率の向上

【事業⑤】 いわて健康経営宣言登録事業所の特定保健指導実施率のさらなる向上

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費

事 業 目 的 コラボヘルスによる特定保健指導実施率の向上

事 業 概 要

健康宣言登録事業所の登録基準が標準化されることに伴い、具体的な数値目標を宣言してもらうことで、目標
を再認識のうえ、より効果的な宣言事業とする。（新宣言項目を再登録していただく予定）
岩手支部の健康宣言における数値目標は、健診実施率85%以上、特定保健指導初回実施率30％以上とするこ
とを宣言項目とする。

期 待 さ れ る 効 果 健康宣言登録事業所における特定保健指導実施率の向上

実 施 時 期 6月、11月

実 施 状 況 11月中を目安にすべての健康宣言事業所に新宣言項目を再登録していただく予定
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３．課題実現に向けた事業について【令和5年度実施中】（4/5）

課題２：被扶養者の特定健診実施率の向上

【事業①】 協会主催の集団健診の実施

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費 ・会場借料

事 業 目 的 被扶養者の特定健診の受診率向上

事 業 概 要

特定健診を受診していない被扶養者に対して、公民館やホール等で実施する「まちかど健診（R５年11月実施予
定）」や各地域の公共施設等で実施する「協会主催の集団健診（R6年1月～R6年2月実施予定）」の日程を案内
することにより、受診率向上を図る。
「まちかど健診」については、前年度より更に開催日数を拡大（3日間→4日間）して実施。
＜まちかど健診＞・・・対象者17,146人（予定） ＜協会主催の集団健診＞・・・対象者約29,900人

期 待 さ れ る 効 果
・「まちかど健診」…受診予定数480人（案内対象者数17,146人×受診率2.8％（※受診率は昨年度の率））
・「協会主催の集団健診」…受診予定数1,196人（案内対象者29,900人×受診率4.0％（※受診率は昨年度の率））

実 施 時 期 11月～2月

実 施 状 況 ・まちかど健診…9月29日に案内発送済み ・協会主催の集団健診…12月15日に案内発送予定

【事業②】市町村の集団健診への誘導DMの作成及び送付

新 規 ・ 継 続 の 区 分 新規 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費

事 業 目 的 被扶養者の特定健診受診率の向上

事 業 概 要

・協会けんぽ岩手支部と県内の市町村国保における実施率を分析した結果、市町村国保における実施率が高いこ
とが判明。各市町村の集団健診へ誘導することで実施率の向上につながるものと思慮し、その実施時期に合わせ、
個別にその市町村在住の被扶養者に対し協会けんぽの特定健診の受診勧奨案内を行う。令和５年度においては、
花巻市、北上市、一関市の3市で実施。
（※市町村の集団健診においては、協会けんぽの被扶養者でも受診可能。）

期 待 さ れ る 効 果
各市町村の集団健診の日程や会場を周知し、そこで協会けんぽの被扶養者も健診を受診することによる受診率の
向上。

実 施 状 況 6月に9,024人に送付。令和5年度8月末時点で、令和4年度と比べ3市合計で受診者が245人増加。

実 施 時 期 6月
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３．課題実現に向けた事業について【令和5年度実施中】（5/5）

課題２：被扶養者の特定健診実施率の向上

【事業③】新規特定健診対象者（被扶養者）向け案内の送付

新 規 ・ 継 続 の 区 分 新規 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費

事 業 目 的 40歳到達で新たに該当する被扶養者に対し、特定健診の案内をすることによる特定健診受診率の向上

事 業 概 要 新たに40歳に到達する被扶養者に対し、年次発送後、支部独自の受診勧奨DMを送付するもの。

期 待 さ れ る 効 果
・特定健診受診者数の増加
・特定健診受診対象年齢であること及び制度の認識度アップを図ることによる、受診するのが当たり前という
意識の醸成

実 施 状 況
6月に836人に送付。案内によりどの程度受診者が増加したかは測定困難だが、送付直後に受診券再発行の申し
出が明らかに増加。

実 施 時 期 6月

【事業④】 被扶養者に対する健診結果票取得勧奨

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費 ・委託費

事 業 目 的
受診券を使用しない人間ドックやパート勤務先での健康診断を受けている被扶養者に対し、健康診断結果票の写
しを提供していただくことにより、特定健診の受診率向上を図る。

事 業 概 要

特定健診結果が登録されていない被扶養者については、受診券を使用せず、独自に人間ドックやパート勤務先での健
康診断を受けている場合が考えられる。
そのため、直近2年間未受診である被扶養者約18,000人に対して委託により、健康診断結果票の写しの提供勧奨のダ
イレクトメールを送付。提供された健診結果票の写しについては、外部委託機関においてデータ化の上、納品する。

期 待 さ れ る 効 果
18,000人×３％＝540件の健診結果票が取得できると予想（他支部での実績より算出）。
また、未就職の方に対しても受診勧奨の効果が見込まれる。

実 施 状 況 今後、送付（9月21日現在）

実 施 時 期 ９月～11月



4.課題実現に向けた事業について
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４．課題実現に向けた事業について【令和6年度における実施予定の事業】（1/6）
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課題１：特定保健指導実施率の向上

【事業①】ICTを活用した特定保健指導の推進

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・委託費

事 業 目 的 特定保健指導実施率の向上

事 業 概 要

勤務時間中に面談を実施できない対象者や、現場作業員など勤務地での面談が困難な対象者の特定保健指導に
ついて外部業者に委託し、スマホやパソコンなどのICTを活用した特定保健指導を実施する。また、検診車に
よる健診の際にも、外部委託業者及び健診機関との連携のもと、ICTを活用した面談の場所を設け、健診当日
に特定保健指導を実施する。

期 待 さ れ る 効 果
上記理由により面談を受けることが困難な対象者に対しても特定保健指導を実施することができ、また、健診
機関や事業主及び加入者の意識の変化を促すことで実施率の向上につながる。

実 施 時 期 4月～3月

【事業②】 特定保健指導に係るジオターゲティング広告

新規・継続の区分 継続 経 費 の 内 訳 ・委託費

事 業 目 的
健康への関心が高まっている受診者に向けて、ジオターゲティング広告を直接実施することで、関心層に対す
る特定保健指導利用に向けた働きかけや、無関心層の掘り起こし、認知度の向上を図る。

事 業 概 要
特定保健指導に係るバナーやランディングページ作成し、岩手県内の生活習慣病予防健診実施機関をポイントとし
たジオターゲティング広告を受診者数が多くなる時期に実施する。

期 待 さ れ る 効 果
健康への関心が高まっている受診者に対して広告を行うため、効果的な特定保健指導利用方法の周知、無関心
層の掘り起こし、認知度の向上が期待できる。

実 施 時 期 ６月～11月



４．課題実現に向けた事業について【令和6年度における実施予定の事業】（2/6）
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課題１：特定保健指導実施率の向上

【事業③】特定保健指導利用勧奨にかかる封筒の作成

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費

事 業 目 的 特定保健指導中断率の減少

事 業 概 要
特定保健指導の初回面談時に使用する「生活習慣のおたずね」の記入忘れを防止するため、特定保健指導の案
内送付用封筒に記入を促す文書を印刷した専用封筒の作成。

期 待 さ れ る 効 果
「生活習慣のおたずね」をきちんと記入いただき、初回面談時に生活習慣改善説明のための十分な時間を確保
することで、その後の継続支援を円滑に実施することによる、特定保健指導中断率の減少。

実 施 時 期 4月

【事業④】健診当日の特定保健指導の効果的な利用勧奨

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費 ・委託費

事 業 目 的 特定保健指導実施率の向上、医療機関への受診促進及び健康意識の醸成

事 業 概 要

生活習慣病予防健診を受診した被保険者を対象に、医師や保健師などの専門職による、対面の情報提供（3分
以上の面談）を実施。また、面談が困難な場合はパンフレットの配布を行う。
【情報提供の内容】
・特定保健指導利用勧奨 ・健診結果説明 ・生活改善支援 ・対象者からの相談や質問に対する対応

期 待 さ れ る 効 果
・健診機関における特定保健指導実施に対する意欲の向上
・特定保健指導の対象者でこれまで未利用の者が同指導の必要性を認識することによる実施率の向上
・自身の健康状態を確実に把握することによる健康意識の醸成や医療機関への受診者の増加

実 施 時 期 4月～3月



４．課題実現に向けた事業について【令和6年度における実施予定の事業】（3/6）

22

課題１：特定保健指導実施率の向上

【事業⑤】 被扶養者への保健指導事務説明会の開催

新規・継続の区分 新規 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費 ・会場借料

事 業 目 的 被扶養者の特定健診後に、支部保健師等にて健診結果説明会を開催する。

事 業 概 要
被扶養者の特定健診後に、保健指導未実施者に対して、指定した会場を案内し、支部保健師にて保健指導説明会を
実施する。

期 待 さ れ る 効 果 保健指導説明会実施による初回面談数の増加

実 施 時 期 ４月～３月
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課題２：被扶養者の特定健診実施率の向上

【事業①】 協会主催の集団健診の実施

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費 ・会場借料

事 業 目 的 被扶養者の特定健診の受診率向上

事 業 概 要

特定健診を受診していない被扶養者に対して、公民館やホール等で実施する「まちかど健診（R6年11月実施予
定）」や各地域の公共施設等で実施する「協会主催の集団健診（R7年1月～2月実施予定）」の日程を案内する
ことにより、受診率向上を図る。
なお、令和6年度においては、健診機関の状況や令和5年度の実施結果を見たうえでより多くの方に受診いただ
けるよう、開催日数や場所を決める予定。

期 待 さ れ る 効 果
・「まちかど健診」…受診予定数500人程度
・「協会主催の集団健診」…受診予定数1,200人程度

実 施 時 期 11月～2月

【事業②】市町村の集団健診への誘導DMの作成及び送付

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費

事 業 目 的 被扶養者の特定健診受診率の向上

事 業 概 要

・協会けんぽ岩手支部と県内の市町村国保における実施率を分析した結果、市町村国保における実施率が高いこ
とが判明。各市町村の集団健診へ誘導することで実施率の向上につながるものと思慮し、その実施時期に合わせ、
個別にその市町村在住の被扶養者に対し協会けんぽの特定健診の受診勧奨案内を行う。令和６年度においては、
花巻市、北上市、一関市の3市に加え、さらに数市町村と交渉し、対象市町村を増加させる予定。
（※市町村の集団健診においては、協会けんぽの被扶養者でも受診可能。）

期 待 さ れ る 効 果
各市町村の集団健診の日程や会場を周知し、そこで協会けんぽの被扶養者も健診を受診することによる受診率の
向上。

実 施 時 期 6月
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課題２：被扶養者の特定健診実施率の向上

【事業③】新規特定健診対象者（被扶養者）向け案内の送付

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費

事 業 目 的 40歳到達で新たに該当する被扶養者に対し、特定健診の案内をすることによる特定健診受診率の向上

事 業 概 要 新たに40歳に到達する被扶養者に対し、年次発送後、支部独自の受診勧奨DMを送付するもの。

期 待 さ れ る 効 果
・特定健診受診者数の増加
・特定健診受診対象年齢であること及び制度の認識度アップを図ることによる、受診するのが当たり前という
意識の醸成

実 施 時 期 6月

【事業④】 被扶養者に対する健診結果票取得勧奨

新 規 ・ 継 続 の 区 分 継続 経 費 の 内 訳 ・印刷製本費 ・委託費

事 業 目 的
受診券を使用しない人間ドックやパート勤務先での健康診断を受けている被扶養者に対し、健康診断結果票の写
しを提供していただくことにより、特定健診の受診率向上を図る。

事 業 概 要

特定健診結果が登録されていない被扶養者については、受診券を使用せず、独自に人間ドックやパート勤務先での健
康診断を受けている場合が考えられる。
そのため、直近2年間未受診である被扶養者（約17,000人と想定）に対して委託により、健康診断結果票の写しの提
供勧奨のダイレクトメールを送付。提供された健診結果票の写しについては、外部委託機関においてデータ化の上、
納品する。

期 待 さ れ る 効 果
17,000人×３％＝510件の健診結果票が取得できると予想。
また、未就職の方に対しても受診勧奨の効果が見込まれる。

実 施 時 期 ９月～11月
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課題3：血圧リスク保有者の割合を下げる

【事業①】推定塩分摂取量測定検査の実施

新 規 ・ 継 続 の 区 分 新規 経 費 の 内 訳 ・委託費

事 業 目 的 減塩対策により、血圧リスク保有者の割合を下げる

事 業 概 要
健診機関にて生活習慣病予防健診を受けた者の追加検査として希望者へ実施。自身の塩分摂取量を見える化し、
普段の食生活を見直すきっかけとしてもらう。

期 待 さ れ る 効 果 実際の検査結果により自身の塩分摂取量を把握し、食生活の改善につなげることができ、高血圧の予防になる。

実 施 時 期 4月～３月

【事業②】血圧リスク保有者の自発的取り組みを促す情報発信

新 規 ・ 継 続 の 区 分 新規 経 費 の 内 訳 ・委託費 ・印刷製本費

事 業 目 的 血圧リスク保有者の減少

事 業 概 要
協会けんぽが保有している健診結果のうち、運輸業に属する35歳～59歳の血圧リスクを保有している加入者
を対象に、血圧を上げる要因となっている喫煙、肥満等を改善する自発的な活動を促すダイレクトメールを送
付し、血圧リスク保有者の減少を図る。

期 待 さ れ る 効 果
・血圧リスク保有者を減少させる
・高血圧症にかかる外来医療費の減少
・健康意識の向上

実 施 時 期 上期


